


  



 

はじめに ～みんなで創る日本一健康長寿村～ 
 

近年、障がいの重度化と高齢化が進む中で、福祉ニ

ーズはますます複雑多様化しており、障がいのある人

もない人も相互に人格と個性を尊重し合いながら共

に支え合いながら暮らすことができる「地域共生社会」

の実現が求められています。 

本村では、障害者基本法に基づく「障害者計画」と、

障害者総合支援法に基づく「障害福祉計画」を、平成

27 年３月に策定しており、この計画に基づき障がい

者福祉施策の推進に取り組んでまいりました。 

こうした中、昨年６月に児童福祉法が一部改正され、新たに「障害児福祉計画」の

策定が必要となったこと、また、本年度は、障害福祉計画の期間が満了することから、

この２つの法律に基づく計画を、一体的なものとして本計画を策定いたしました。 

本計画は、本村の「住民だれもが、健康で安らかな長寿を楽しみ、皆で支え合う豊

かな村づくり」を理念とする、「日本一健康長寿村構想」の中に位置づけられるもので

あり、本村における障がい福祉サービス及び障害児通所支援等の基盤整備や方向性を

示すものです。また、障害者総合支援法、児童福祉法など関係各法の基本的理念の下

に、障がい者福祉に関する施策を巡る社会情勢の変化や、アンケート調査等で明らか

になった現状、これまでの取り組みの評価と課題を踏まえて策定しております。 

本計画を推進するにあたっては、障がい児・者やその家族、住民や地域の団体、事

業所、保健医療福祉の専門機関、行政等が手を取り合い、地域ぐるみの取り組みが重

要であると考えます。行政においては、平成 30 年４月に開設予定の子育て支援セン

ターを拠点に相談支援体制の強化、早期療育の体制を推進するとともに、近隣市町村

と連携して障がい福祉サービスの充実を図ってまいります。また、障がい福祉分野だ

けでなく、子ども・高齢者分野等と連携し、障がいのある方が地域で安心して暮らせ

る体制の構築を目指していきます。本計画の実現のために、住民の皆さまの積極的な

参画とご理解、また、ご協力をお願い申し上げます。 

最後になりましたが、本計画の策定にあたり、貴重なご意見をいただきました飛島

村障害者福祉計画策定委員会の皆さま並びに関係各位に心から感謝を申し上げます。 

 
    平成 30 年３月  

飛島村長  久野  時男 
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「障がい」の表記について 

 本村では、障がいのある方々やご家族、関係団体の方々のお気持ちを尊重し

たいと考えております。 

 また、併せて村民の障がいのある方への理解を深めていただくことを目的と

して、本計画においては、障害の「害」という漢字の表記について、法令の名

称や団体・施設等の固有名詞を除き、ひらがな表記をしています。 
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第１章   計画の策定にあたって 
 
 

１ 計画策定の趣旨 

近年、障がいの重度化と高齢化が進む中で、福祉ニーズはますます複雑多様

化しており、私たちを取り巻く社会生活において、すべての障がいのある人が、

地域で安心して生活できるまちづくりが求められています。また、障害者基本

法の理念にのっとり、障がいの有無によって分け隔てられることなく、障がい

のある人もない人も相互に人格と個性を尊重し合いながら共に支え合いなが

ら暮らすことができる「地域共生社会」の実現が求められています。 

国では、平成 25 年４月に障害者自立支援法を改正し、障がい者の定義に難

病等を追加し、地域社会における共生の実現に向けて、障がい福祉サービスの

充実等障がいのある人の日常生活及び社会生活を総合的に支援するため、「障

害者総合支援法（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法

律）」が施行されました。平成 28 年５月には、障がい福祉サービス及び障害児

通所支援の拡充等を内容とする「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支

援するための法律及び児童福祉法の一部を改正する法律案」が成立し、「生活」

と「就労」の一層の充実や障がい児支援のニーズの多様化へのきめ細かな対応

等を図ることとしています。 

また、平成 26 年１月には「障害者の権利に関する条約」に批准し、平成 28

年４月に、障がいの有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個性

を尊重し合いながら共生する社会の実現に向け、障がいを理由とする差別の解

消を推進することを目的とした「障害を理由とする差別の解消の推進に関する

法律」（障害者差別解消法）及び雇用の分野における障がいのある人に対する差

別の禁止及び障がいのある人が職場で働くに当たっての支障を改善するため

の措置（合理的配慮の提供義務）を定める「障害者の雇用の促進等に関する法

律の一部を改正する法律」が施行されています。 

本村では、平成 27 年３月に「飛島村 第３次障害者福祉計画 第４期障害

福祉計画」を策定し、各施策の推進に努めてきました。平成 29 年度には、「障

害者総合支援法」に基づく「第４期障害福祉計画」の計画期間が終了すること

から、国の法制度改革の動向をはじめ、本村の障がい者福祉を取り巻く現状や

課題を踏まえ、「第５期障害福祉計画」を策定します。  



 
2 

 
 

本計画は、障害者総合支援法による法定計画で、障がいのある人が身近な地

域で安心して暮らせるように、利用者が増加している障がい福祉サービス等に

ついて、国が定める基本指針に基づき、本村における数値目標とサービス提供

体制の整備方針を示すものです。 

また、障がい児支援の提供体制を計画的に確保するため、地域支援体制の構

築や、ライフステージに応じた切れ目の無い支援と保健、医療、福祉、保育、

教育、就労支援等と連携した支援が必要とされており、本計画は児童福祉法に

よる法定計画として、障がい児についてのサービスについての整備方針を示す

「第１期障害児福祉計画」と一体のものとして策定します。 
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飛島村地域福祉計画 

 

２ 計画の位置づけ 

＜法的位置づけ＞ 

本計画は、障害者総合支援法第 88 条に基づく「市町村障害福祉計画」、児童

福祉法第 33 条の 20 に基づく「市町村障害児福祉計画」として、障がい福祉

サービス・障がい児福祉サービス等の提供体制の策定が義務付けられている計

画です。 

策定にあたり、国の定める基本方針に即することが規定されており、本村の

実情を反映した計画として策定します。 

 

＜村の上位・関連計画との位置づけ＞ 

本村のむらづくりの基本方針である飛島村総合計画を上位計画とし、本村の

障がい者施策の基本指針である「飛島村障害者福祉計画」はじめ、他の関連計

画との整合性を図り策定します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

飛島村障害者福祉計画 

 

飛島村障害福祉計画・障害児福祉計画 

飛島村高齢者保健福祉計画 

【飛島村日本一健康長寿村構想】 
 

とびしま健康長寿創造プランⅣ 

飛島村 

子ども子育て支援事業計画 

飛島村介護保険事業計画 

健康とびしま２１ 

飛島村総合計画 

飛島村 

地域福祉 

活動計画 

(飛島村社会

福祉協議会) 

連携 
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３ 計画の期間 

第５期障害福祉計画は、第４期計画（平成 27 年３月策定）の検証・評価を

踏まえて必要な見直しを行い、サービス基盤整備等に係る平成 32 年度末の目

標値や平成 30 年度から平成 32 年度までの障がい福祉サービス等の見込み量

を設定します。計画期間は障害福祉計画、障害児福祉計画ともに３年間としま

す。 

なお、国の法律の動向やその後の社会情勢の変化、障がいのある人のニーズ

に対応するため、期間中であっても必要に応じて計画の見直しを行います。 
 

平成 
27 年度 

平成 
28 年度

平成 
29 年度 

平成 
30 年度

平成 
31 年度

平成 
32 年度

平成 
33 年度

平成 
34 年度 

平成 
35 年度 

平成 
36 年度

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      

  

第４期 

障害福祉計画 

第５期 
障害福祉計画 

第１期 
障害児福祉計画 

第３次障害者福祉計画 
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４ 計画策定にあたっての留意点 

 
〔 障害福祉計画及び障害児福祉計画に係る基本指針見直しの主なポイント 〕 

 
地域における生活の維持及び継続の推進 

地域生活支援拠点等の整備を一層進め、基幹相談支援センターが質、量と

もに十分ではない現状を踏まえる。 

精神障がいを含め全ての障がいに対応した地域包括ケアシステムの構築 

精神障がいを含め全ての障がい者が、地域の一員として安心して自分らし

い暮らしをすることができるよう、全ての障がいに対応した地域包括ケアシ

ステムの構築を目指す。 

就労定着に向けた支援 

障害者総合支援法の改正において、就業に伴う生活面の課題に対応できる

よう、事業所・家族との連絡調整等の支援を行うサービス（就労定着支援）

の創設を踏まえ、職場定着率を成果目標として加える。 

障がい児のサービス提供体制の計画的な構築 

障がい児支援の提供体制を計画的に確保するため、地域支援体制の構築や、

ライフステージに応じた切れ目の無い支援と保健、医療、福祉、保育、教育、

就労支援等と連携した支援を盛り込む。 

「地域共生社会」の実現に向けた取組 

高齢者、障がい者、児童等の福祉サービスについて、相互に又は一体的に

利用しやすくなるようにすることや、「地域共生社会」を実現するため、障が

い福祉分野についても住民団体等によるインフォーマル活動への支援等、地 

域づくりを地域住民が「我が事」として主体的に取り組む仕組みを作ってい

く方向性を盛り込む。 

発達障がい者支援の一層の充実 

改正された発達障害者支援法を踏まえ、関係者が相互の連絡を図ることに

より、地域における発達障がい者の課題について情報を共有し、関係者の連

携の緊密化を図るとともに、地域の実情に応じた体制整備を計画的に図る。 
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５ 障害福祉計画・障害児福祉計画と障害者福祉計画の関係 

 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
  

◎根拠法令 

障害者基本法（第 11 条第３項） 

◎位置づけ 

障がいのある人のための施策に関する 

基本的な事項を定める中長期の計画 
 

◎計画期間 

第１次：平成 10 年度～平成 18 年度 

第２次：平成 19 年度～平成 26 年度 

第３次：平成 27 年度～平成 36 年度 
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６ 計画の策定体制 

（１）策定委員会の設置 

本計画は、幅広い関係者の参画による地域の特性に応じた事業が展開できる

よう、保健医療関係者、社会福祉協議会等福祉団体関係者、障がい者、障がい

者の福祉に関する事業に従事する者、村の職員等による、飛島村障害者福祉計

画策定委員会を設置し、障がい者施策に対する意見をいただきました。 

 
 

（２）実態調査の実施 

本計画には障がい児・者の意見を盛り込むことが必要であり、障害福祉計画

の見直しに先立ち、障がい児・者の日常生活や健康状態、障がい福祉サービス

に対する利用状況・要望等を把握することにより、今後の支援の方向性等を検

討するため実態調査を実施しました。 

 
 

区 分 
障がい福祉アンケート

調査 
訪問調査 

フォーカスグループ 

インタビュー 

調査対象 
・飛島村在住の障がい者

手帳をもつ方 

・障がいサービス利用

者、非利用者 

・療育教室在籍児保護者

・さくら作業所作業生 

・さくら作業所職員 

・障害者相談支援専門員

・身体障害者福祉協議会 

・心身障害児(者)保護者会

(あゆみ会) 

・障がい児保護者団体(ラ

ピュータ飛島) 

・障がい支援者 

対象者数 204 通 10 名 19 名 

回収数 116 通 － － 

回収率 56.9％ － － 

調査方法 郵送による配布・回収 面接による聞き取り 
フォーカス・グループ・

インタビュー法 

調査期間 
平成 29 年６月２日 

～６月 19 日 

平成 29 年７月４日 

～７月 14 日 

平成 29 年７月４日 

～７月 14 日 
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第２章   飛島村を取り巻く現状と課題 
 
 

１ 障がいのある人を取り巻く状況 

（１）身体障害者手帳所持者数の推移 

身体障害者手帳所持者数の推移をみると、平成 29 年度で 158 人となって

おり、平成 28 年度までは増加傾向でしたが、平成 29 年度で減少しています。 

身体障害者手帳所持者数の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：庁内資料 

（２）療育手帳所持者数の推移 

療育手帳所持者数の推移をみると、平成 25 年度以降 16～18 人の間で推

移しています。 

療育手帳所持者数の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

資料：庁内資料 
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（３）精神障害者保健福祉手帳所持者数の推移 

精神障害者保健福祉手帳所持者数の推移をみると、平成 29 年度は 24 人と

なっており、平成 27 年度以降減少傾向となっています。 

 

精神障害者保健福祉手帳所持者数の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：庁内資料 

 

（４）難病患者数の推移 

難病患者数の推移をみると、年々増加傾向にあり、平成 28 年度で 30 人と

なっています。 

難病患者数の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

資料：津島保健所(津島保健所事業概要) 
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（５）療育教室（きらきら教室）参加者数の推移 

療育教室（きらきら教室）参加者数の推移をみると、年々増加しており、平

成 28 年度で 32 人となっています。 

療育教室（きらきら教室）参加者数の推移 

（単位：人） 

区  分 １歳児 ２歳児 ３、４歳児 ５歳児 肢体 合計 

平成 25 年度  ９ ４  13

平成 26 年度  ８ ９  17

平成 27 年度  ９ 15  24

平成 28 年度  11 10 ８ ３ 32

平成 29 年度 ７ 13 ７ ４  31

※平成 29 年度については、２月末現在 
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２ 障がい福祉サービスの提供状況 

（１）障がい福祉サービスの実績 

 

① 訪問系サービス 

サービス名 内容 

訪問系 

サービス 

居宅介護 
ホームヘルパーによる自宅での家事援助や身

体介護 

重度訪問介護 
重度身体障がい者が利用する長時間の介護

で、外出の支援などを含む 

行動援護 

知的障がい者や精神障がい者の外出等に付き

添うなどの行動の援護（知的障がい者等ガイド

ヘルパー） 

同行援護 
視覚障がい者等の外出等に付き添うなどの行

動の援護（視覚障がい者ガイドヘルパー） 

重度障害者等包括支援 

ＡＬＳ患者（全身が動かなくなる難病）等のように

非常に重度の障がい者が利用する長時間の介

護 

 
 

サービス利用について増加見込みでしたが、利用者数、利用時間共に、概ね

一定となっています。 

訪問系サービス 

（単位：上段 時間、下段 人） 

区  分 
平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 実績値

訪問系 
サービス全体 

居宅介護 
同行援護 

行動援護等 

利用量 40 32 40 30 60 51

実利用者 ３ ２ ２ ２ ４ ４

※平成 29 年度については実績見込み。以下同じ。          資料：庁内資料 
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② 日中活動系サービス 

サービス名 内容 

日 中 活

動 系 サ

ービス 

生活介護 
日中、施設において生活の支援や身体介護を

受ける 

自立訓練（機能訓練）、 

自立訓練（生活訓練） 

自立した日常生活又は社会生活ができるよう、

一定期間、身体機能の向上のために必要な訓

練を行う 

就労移行支援 
一般就労等への移行に向けた実習や求職活

動、職場定着の支援 

就労継続支援 

一般企業等で働くことが困難な人に、就労の場

を提供するとともに、知識や能力の向上のため

に必要な訓練を行う 

 就労継続支援（A 型） 雇用契約を結び、施設内で就労や訓練を行う 

 就労継続支援（B 型） 障がい者が施設内で就労を続けることを支援 

短期入所（ショートステイ） 一時的に施設に宿泊し介助・介護を受ける 

療養介護 
常時介護、医療的ケアを要する障がい者の介

護サービス 

 
就労継続支援（Ｂ型）の利用者数、利用時間は、平成 28 年度で、利用者数、

利用時間ともに実績値が計画値を上回っています。また、就労継続支援(Ａ型)

では、平成 27 年度から平成 28 年度で、利用者数、利用時間ともに実績値は

減少していますが、一般就労へステップアップした方等によるものです。 

近隣市町村における就労系事業所の増加に伴い、就労系サービス利用者が

徐々に増加しています。 

日中活動系サービス 

（単位：上段 人日、下段 人） 

区  分 
平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 実績値

生活介護 
利用量 168 132 168 132 189 154

実利用者 ８ ６ ８ ６ ９ ７

自立訓練 

(機能訓練) 

利用量 ０ ０ ０ ０ ０ ０

実利用者 ０ ０ ０ ０ ０ ０

自立訓練 

(生活訓練) 

利用量 ０ ０ ０ ０ ０ ０

実利用者 ０ ０ ０ ０ ０ ０

就労移行支援 
利用量 ０ ０ 22 ０ 44 20

実利用者 ０ ０ １ ０ ２ １

就労継続 

支援(Ａ型) 

利用量 54 66 54 19 72 40

実利用者 ３ ３ ３ １ ４ ２

就労継続 

支援(Ｂ型) 

利用量 76 63 76 102 95 152

実利用者 ４ ３ ４ ６ ５ ８



 

 
13 

 

日中活動系サービス 

（単位：上段 人日、下段 人） 

区  分 
平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 実績値

短期入所 

（福祉型） 

利用量 10 ０ 10 ７ 15 18

実利用者 ２ ０ ２ １ ３ ２

短期入所 

（医療型） 

利用量 10 ０ 10 ０ 15 ７

実利用者 ２ ０ ２ ０ ３ １

療養介護 実利用者 １ １ １ １ １ １

資料：庁内資料 

 
 

③ 居住系サービス 

サービス名 内容 

居住系 

サービス 

共同生活援助 

（グループホーム） 

支援等を受けながら、障がい者が数人で生活

する 

施設入所支援 
重度の障がい者が施設に入所して、夜間の生

活介護等を受ける 

 
共同生活援助、施設入所支援では、計画値と実績値はほぼ一致しています。 

村内に居住系サービス提供事業所がない為、住み慣れた地域で生活できるよ

う、共同生活援助事業所の開所が望まれます。 

 

居住系サービス 

（単位：人） 

区  分 
平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 実績値

共同生活 

援助 
実利用者 ３ ２ ３ ２ ３ ２

施設入所 

支援 
実利用者 ６ ６ ６ ６ ５ ６

資料：庁内資料 
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④ 相談支援 

サービス名 内容 

相談支援 

計画相談支援 

障がい福祉サービス等を利用するすべての障がい者、

又は障がい児を対象として、サービス等利用計画の作

成やモニタリングなどケアマネジメントを行う 

地域移行支援 

施設に入所している障がい者、又は精神科病院等に入

院している精神障がい者を対象として、地域での生活に

移行するための活動に関する相談等を行う。退所・退院

後６か月を支援の期間（更新あり）とする 

地域定着支援 

居宅で単身、又は家族等による支援を受けにくい障がい

者を対象として、常時の連絡・支援体制を確保するもの

で、１年間を支援の期間（更新あり）とする 

 
計画相談支援では、平成 28 年度で、利用者数の実績値が計画値を上回って

います。 

地域移行・地域定着支援は、利用実績はありません。本村では、病院入院者

等の絶対数が少なく、また村内・近隣市町村においてもサービス提供事業所が

不足している状況です。 

相談支援 

（単位：人） 

区  分 
平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 実績値

計画相談 

支援 
実利用者 ２ ２ ２ ３ ４ ３

地域移行 

支援 
実利用者 ０ ０ ０ ０ １ ０

地域定着 

支援 
実利用者 ０ ０ ０ ０ １ ０

資料：庁内資料 
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⑤ 障がい児支援 

サービス名 内容 

障 が い 児

サービス 

児童発達支援 障害児通園施設などへの通所 

放課後等デイサービス 放課後や夏休み等のデイサービス 

保育所等訪問支援 
児童指導員や保育士などの保育所訪問による

支援 

医療型児童発達支援 医療型児童発達支援施設への通所 

障害児相談支援 障害児支援利用計画の作成やモニタリング 

 
障がい児支援サービスの利用実績をみると、概ね一定の利用が継続していま

す。 

障がい児の子育てに関する保護者のニーズが多様化する中、障害児計画相談

を通じて、障がい児の個性に合った生活支援や将来の希望を見据え、適切な支

援へつなげることが重要です。 

 

障がい児支援 

（単位：上段 人日、下段 人） 

区  分 

 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 実績値

児童発達 

支援 

利用日数 ０ ０ ０ ０ ０ ８

実利用者 ０ ０ ０ ０ ０ １

放課後等 

デイサービス 

利用日数 56 30 56 24 64 120

実利用者 ７ ５ ７ ４ ８ 10

保育所等 

訪問支援 

利用日数 ２ ０ ２ １ ２ ０

実利用者 ２ ０ ２ １ ２ ０

医療型児童 

発達支援 

利用日数 １ ０ １ ０ １ ０

実利用者 １ ０ １ ０ １ ０

障害児 

相談支援 
実利用者 ２ １ ２ １ ３ ３

資料：庁内資料 
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（２）地域生活支援事業 

サービス名 内容 

理解促進研修・啓発事業、 

自発的活動支援事業 

市町村が実施する地域社会の住民に対して障がい

児・者等に対する理解を深めるための研修・啓発事

業 

相談支援事業 障がい児・者の相談、虐待予防、権利擁護等を行う 

成年後見制度利用支援事業、 

成年後見制度法人後見支援事業 

障がい福祉サービス利用の観点から成年後見制度

を利用することが有用と認められる障がい者が、同

制度の利用に要する補助を受けやすくする。成年後

見の業務を適正に行うことができる法人を確保する

体制を作る 

意思疎通支援 

（コミュニケーション支援）事業・ 

手話奉仕員養成研修事業 

手話通訳者・要約筆記者を派遣する。 

聴覚障がい者との交流活動の促進、市町村の広報

活動等の支援者として期待される手話奉仕員の養

成研修を行う 

日常生活用具給付等 
ストマ用装具をはじめ生活に必要な様々な用具の給

付を行う 

移動支援事業 
社会生活に必要な外出や余暇活動等の社会参加の

際に、ガイドヘルプなどの付き添いなどを利用する 

地域活動支援センター強化事業 

障がい者が介護などを受けながら作業や趣味の活

動を行う場であり、余暇活動や創作的活動などを行

う 

任
意
事
業 

日中一時支援 
日中家族が介護できない時に障がい児・者を一時的

に施設で介護する 

訪問入浴サービス 

歩行が困難等の事情により居宅での入浴が困難な

在宅の重度障がい児・者の居宅を訪問し、浴そう車

にて入浴介護を行う 

自動車改造費助成 
操行装置及び駆動装置の改造に要する費用を助成

する 

  
日常生活用具給付等の排せつ管理支援用具の給付等件数、日中一時支援の利

用回数は、平成 27 年度から平成 28 年度で、実績値が計画値を上回っていま

す。また、移動支援事業の延利用時間では、計画値を下回っているものの、平

成 27 年度から平成 28 年度で延利用時間は増加しています。 
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地域生活支援事業 

区  分 単位 
平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 実績値

理解促進研修・ 

啓発事業 
実施の有無 実施 有 実施 有 実施 有

自発的活動支援事業 実施の有無 実施 有 実施 有 実施 有

相
談
支
援
事
業 

障害者相談支援事業 実施箇所数 ４ ３ ４ ３ ４ ３

基幹相談支援センター 設置の有無 無 無 無 無 無 無

基幹相談支援センター

等機能強化事業 
実施の有無 － － － － － －

住宅入居等支援事業 実施の有無 － － － － － －

成
年
後
見

成年後見制度利用 

支援事業 
実利用者数 ０ ０ ０ ０ １ ０

成年後見制度 

法人後見 
実施の有無 － － － － 検討 検討

意
思
疎
通
支
援
等

手話通訳者・ 

要約筆記者派遣事業 
実利用者数 ０ ０ ０ ０ １ ０

手話通訳者設置事業 実利用者数 － － － － － －

手話奉仕員養成 

研修事業 
修了者数 １ ３ １ １ １ １

日
常
生
活
用
具
給
付
等 

介護・訓練支援用具 給付等件数 １ １ １ ０ １ ０

自立生活支援用具 給付等件数 ０ ０ ０ ２ ０ ０

在宅療養等支援用具 給付等件数 ０ ２ ０ ０ １ １

情報・意思疎通 

支援用具 
給付等件数 ０ ０ ０ １ １ ０

排せつ管理支援用具 給付等件数 67 76 67 108 67 121

居宅生活動作 

補助用具 
給付等件数 ０ ０ ０ ０ ０ １

移動支援事業 
延利用時間 790 544 790 571 810 363

実利用者 ７ ６ ７ ５ ８ ４

地域活動支援センター 

強化事業 
 － － － － － －

地域活動支援センター 
か所数 １ ３ １ １ ２ １

実利用者 １ ２ １ １ ２ １

任
意
事
業 

日中一時支援 
利用回数 180 299 200 336 200 384

実利用者 ３ ４ ４ ３ ４ ３

訪問入浴サービス 
利用日数 30 ０ 30 ０ 30 ０

実利用者 １ ０ １ ０ １ ０

自動車改造費助成 実利用者 ０ ０ ０ ０ １ ０

資料：庁内資料 
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３ 飛島村の障がい者施策の現状と課題 

（１）ニーズ調査からみた現状 

◆障がい福祉アンケート調査 

① 障がいに関する理解、啓発について 

普段の暮らしの中で、「障がいのある方への差別や偏見がある」と感じる人

が約４分の１となっています。 

また、仕事や作業、訓練をするために望むことや村が一層充実していくべ

きこととして、「障がいの理解」が最も高く、地域等を含め、あらゆる場所で

の障がいに対する理解促進の必要性に関する意見があげられました。 

 

② 障がい福祉サービス等の情報提供について 

障がい福祉サービスの利用について、「どのようなサービスがあるか分から

ない」人や、「手帳取得時に相談先が分からなかった」人がいます。 

また、介護者等が行う介助として、「金銭管理」や「生活面に必要な諸手続

き」が多くなっていますが、「成年後見制度」については知らない人が多く、

障がい福祉サービスや制度等に関する情報提供の充実の必要性に関する意見

があげられました。 
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回答者数 = 94 ％

金銭管理や生活面に必要な諸
手続き

外出の付き添い、送迎等

その他の家事( 掃除、洗濯、
買い物等)

食事の準備（調理等）

代読代筆

服薬

身だしなみ（洗顔・歯磨き等）

衣服の着脱

入浴・洗身

屋内の移乗・移動

日中の排泄

食事の介助（食べる時）

医療面での対応（経管栄養、
ストーマ等）

夜間の排泄

認知症状への対応

手話通訳・要約筆記

無回答

51.1

48.9 

48.9

44.7

29.8

19.1 

18.1 

17.0 

14.9 

13.8 

12.8 

9.6 

7.4

6.4 

4.3

2.1

31.9

0 10 20 30 40 50 60

回答者数 =

116 2.6 19.8 37.1 27.6 12.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

 
主な介護者の方が行っている介助等について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

成年後見制度を知っているかについて 

 

 

 

 

 

 

 

  

利用している（いた）ので、内容も知っている

利用したことはないが、制度の内容は知っている

聞いたことはあるが、あまりよく知らない

全く知らない

無回答
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③ 障がい福祉サービス、医療ケアの充実について 

障がいのある方が施設入所や長期入院生活から在宅での暮らしへ移行する

場合に必要な支援として、「医師の往診」、「病院や買い物等の付き添い」、「各

種手続きの手伝い」を求める意見が多くなっており、障がい福祉サービスと

ともに、医療ケア体制の充実が求められています。 

在宅での暮らしへ移行する場合に必要な支援について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 = 116 ％

医師の往診

付き添い（病院、買い物）

各種手続きの手伝い

ヘルパー

家事手伝い（掃除、洗濯、調理

等）

運動指導

買い物

見守り、声かけ

趣味や仲間作りの場

訪問看護

金銭管理

話し相手

理美容サービス

薬剤師による薬の管理

畑の維持

休日・夜間の相談場所

手話通訳・要約筆記

代読、代筆

レスパイト

その他

13.8

6.0

6.0

5.2

4.3

3.4

2.6

2.6

2.6

1.7

1.7

1.7

0.9

0.9

0.9

0.9

0.0

0.0

0.0

0.9

0 5 10 15
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また、主な介護者は 65～74 歳が最も高くなっており、今後、さらに介護

者の高齢化が進むことが考えられます。介護者等の介助については、「金銭管

理」や「生活面に必要な諸手続き」、「外出の付き添い、送迎等」が多く、ま

た、村が一層充実していくべきこととして、「送迎や外出の支援」を望む声が

高くなっており、個別性に合わせた外出支援の必要性があげられました。 

今後、村が一層充実していくべきことについて 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 将来の住まいについて 

将来の住まいについて、多くが「自宅で親や子と同居したい」と考えてい

ますが、療育手帳所持者では「グループホーム」のニーズが高まっており、

介護者の高齢化が進む中、親亡き後等も含めた住まいの整備についてのニー

ズがあげられました。 

将来の住まいについて 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 = 116
％

障がいへの理解の促進

送迎や外出の支援

雇用支援や就労支援

グループホームや住宅の充実

ホームヘルプサービスなどの居宅

介護

52.6 

46.6 

32.8 

30.2 

29.3 
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回答者数 = 116 ％

自宅で親や子と同居したい

老人ホームや高齢者住宅

グループホームなど仲間と

独立してひとり暮らし

結婚して家族と同居したい

その他

わからない

40.5

9.5

6.9

2.6

0.9

2.6

23.3
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回答者数 = 116 ％

家事手伝い( 調理・掃除・洗濯・

ゴミ出し等)

話し相手

外出の手伝い（病院・買い物）

障がい者施設や高齢者施設等

でのお手伝い( 話し相手、簡単

な掃除等)

代読、代筆

子育ての手伝い

その他

手助けはできない

19.0

13.8

8.6

6.0

0.9

0.0

0.9

19.8

0 5 10 15 20

 

⑤ 障がい児支援について 

療育教室（きらきら教室等）に必要な機能・支援として、「親子のかかわり

方を学べる場」や「子どもの成長発達を促す活動」、「いつでも専門的な相談

ができる場」、「障がいや発達に対する理解を深めるための学びの場」、「お子

さんや家族の心のケア」を求める声があがっており、療育の充実の必要性が

あげられました。 

 

⑥ 社会参加について 

障がいのある方が、自分にも「家事手伝い」や「話し相手」、「外出の手伝

い」等の手助けができると考えていることが分かりました。 

障がいのある方も支援を受けるだけでなく、地域住民同士がお互いに支え

合う環境づくりを行う重要性に関する意見があげられました。 

障がいのある方が手助けできる支援について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑦ 雇用・就労について 

村が一層充実していくべきこととして、「雇用支援や就労支援」を望む声が

多く、仕事や作業、訓練をするため（続けるため）には「障がいの理解」や、

「働きやすい環境の工夫」を望んでおり、障がいの特性や個々の状況に応じ

た多様な就労の場や、就労支援、働きやすい環境づくりの必要性に関する意

見があげられました。 
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⑧ 災害等緊急時における支援体制について 

「避難行動要支援者名簿に登録していない人」は半数近くとなっています。

また、災害が発生した時に「家族や施設職員等の手助けがあれば避難できる

人」についても半数近くとなっており、災害等緊急時における支援体制の強

化の重要性があげられました。 

 

◆訪問調査・フォーカスグループインタビュー 

① 切れ目ない包括的な支援体制について 

障がい福祉における必要なサポートについて、乳幼児から生涯にわたり継

続的な支援を求める声が多くあげられました。近年、多様なサービスを利用

するケースが増えているため、当事者の個別ニーズを迅速・的確に把握し、

障がい分野に限らず、必要に応じて保健・医療等を始めとする各専門機関、

関係機関へつなぐ等、より手厚い支援が求められています。 

 
② 生活支援サービスニーズについて 

障がいのある方が在宅で生活していく上で必要だと思う支援について、「見

守り、声かけ」や「休日・夜間の相談場所」、「買い物」、「金銭管理」、「家事

手伝い」等を求める声がありました。 

また、通院や買い物等において自宅から目的地への「送迎・外出支援」ニ

ーズも高く、制度の垣根を越えた、個別性に応じた日常生活支援が強く求め

られています。 

 
③ 施設・環境整備について 

村内に障がい福祉サービス事業所が少ないことから、施設・環境資源の必

要性があがりました。 

特に、障がい者グループホームニーズが強く、障がいのある方の将来の生

活として、他の利用者や世話人と共同生活できる環境が、本人や家族にとっ

て安心であるという声がありました。 

住民意識調査においても、「自分の身近な地域に障がい者施設ができること」

に関して、約半数が前向きな考えを持っていることが明らかになりました。 
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（２）障がい者施策の評価及び課題 

本村の障がい者施策の推進を図るため、障がい児・者の現状を踏まえ、障が

い者施策の基本計画である「飛島村第３次障害者福祉計画」の施策ごとに、評

価及び課題を整理しました。 

障がい児・者施策を展開するにあたっては、地域全体や子ども・高齢者等を含

むあらゆる住民の抱える生活課題を一体的に解決していくことができるよう、

障がい児・者に関わる機関のみならず関係機関と連携し取り組んでいきます。 

 

① 啓発・広報 

本村では、「障がい者と家族のつどい」にて、平成 27 年度より『キラリとび

しまのびのび体操～座位バージョン～』を実施し、参加者全員で一緒に身体を

動かす機会の提供や村社会福祉協議会において、平成 2９年２月に開所した障

害者相談支援事業所「希望（のぞみ）」の紹介ブースを設け、周知・啓発を図り

ました。 

また、民生委員協議会定例会では、さくら作業所の見学や、村の療育に関す

る講話を行うなど、障がい分野について民生・児童委員の方と連携を図ってい

ます。 

ニーズ調査では、障がいのある人への差別や偏見が「あると感じている」と

いう声が大きいことからも、教育や医療の現場だけでなく地域のあらゆる場所

での障がいへの理解を広めることが重要です。障害者差別解消法の目的とする

共生社会の実現に向けて、障がいへの理解、差別や偏見の解消のため、周知啓

発を行っていくことが必要です。 

 

② 福祉サービスの充実 

ニーズ調査では、「どんな障害福祉サービスがあるかわからない」「手帳取得

時の相談先がわからない」といった声が大きいことから、福祉に係わる団体や

制度、窓口について、必要な人に情報が届く仕組みづくりの推進が必要です。

障がいの専門相談窓口である、村社会福祉協議会障害者相談支援事業所「希望」

の更なる周知・啓発、また行政窓口との連携を図り、各ライフステージに応じ

た適切な支援へ繋ぐことが重要です。 

将来の生活意向として在宅をはじめ、住み慣れた地域での生活を望む人の割

合が高くなっています。多様化、増加する福祉ニーズへの継続的な対応が必要

です。また、生涯を通じた本人・家族のサポートや環境の整備が求められてい

ます。  
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③ 保健・医療の充実 

平成 29 年度から、村療育教室「きらきら教室」について週５日開所し、ク

ラスを細分化することで、保育士、療育指導員等の専門スタッフによる、きめ

細かな支援を行っています。また、保健センター保健師、発達心理士等と連携

を図り、一層丁寧な療育支援に取組んでいます。 

ニーズ調査では、子どもの発達のことで困ったときに保健センターや医療機

関など専門機関に相談をする人が多くなっており、療育教室として「親子のか

かわり方を学べる場」が求められています。保健・医療・保育・教育について、

障がい児をはじめ、各ライフステージに応じた切れ目のない支援が必要です。 

村では、子育て支援センターを平成 30 年４月に開設予定です。子育ての総

合的な支援の場として、安心・安全な遊び場であるとともに、他の親子との交

流の中で情報交換や子育ての相談を担うとともに、療育教室では、生活習慣の

知識を身につける環境として同センター内に整備し、様々な専門職が連携を図

ることとしています。 

また、障がいのある方が施設入所や長期入院生活から在宅での暮らしへ移行

する場合に必要な支援ついて「医師の往診」の割合が高く、医療ケアが必要な

障がい児・者などさまざまな障がいに対応できる専門性の高い支援体制や状況

に応じたきめ細かな対応が必要です。 

 

④ 生活環境の整備（情報バリアフリーを含む） 

本村では、障がいのある人の外出を支援する「心身障害者福祉タクシー料金

助成」を継続実施しており、利用者数は増加傾向です。また、弥富市・蟹江町

と共同で手話奉仕員養成研修事業を開催しており、村の手話奉仕員登録者数も

徐々に増えています。 

さらに、既存の障がい福祉サービスだけでなく、村独自の生活支援制度を求

める声も多く、特に外出の支援や見守り・声掛け、買い物など、高齢者分野に

も共通するニーズが浮かび上がっています。 

障がいのある人が地域のなかで社会参加できるよう、情報や生活支援等の充

実を図るとともに、社会的障壁除去のために、情報アクセシビリティの向上等

社会のあらゆる場面におけるアクセシビリティの向上が必要です。 

そして、障がい福祉、高齢者福祉等各分野が一体となり支援体制の充実に取

り組んでいくことが重要です。 
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※情報アクセシビリティ 

年齢や障がいの有無に関係なく、不自由なく誰でも必要とする情報に簡単にたど

り着け、利用できるようにすること 

 
 

⑤ 生活の安定と自立支援 

村営小規模授産施設「さくら作業所」では、利用者ニーズに応じ、平成 29

年４月から送迎サービスを開始しました。利用者の障がいの多様化等により、

特性に合った個別の支援が重要です。また、居住の場であるグループホームの

整備に向けて、海部南部障害者自立支援協議会から「生活の場プロジェクトチ

ーム」を立ち上げました。海部南部地域ニーズに応じたグループホームが設立

されるよう、当事者ニーズ調査や事業所が抱える設立に向けた課題調査等を行

いました。また、「グループホーム設立に向けた研修会」を開催し、事業所と当

事者団体との意見交換を行い、いくつかの参加事業所において、設立について

前向きな考えである旨、確認することができました。 

ニーズ調査では、「雇用支援や就労支援」を充実してほしいという割合が高い

ことから、障がいの特性や個々の状況に応じた多様な就労の場や、就労支援、

働きやすい環境づくりが必要です。また、仕事を続けるために望むことは「障

がいを理解してくれること」の割合が高く周囲の理解促進を図ることも重要で

す。 

また、障がいのある方の中には、調理・掃除・ゴミ出し等の家事手伝いや、

話し相手等の簡単な手助けであれば自分にも出来ると考えていることが明ら

かになりました。支援を受けるだけでなく地域で支え合うことで、新たな交流

が生まれ、相互の生きがいに繋がります。障がい分野だけでなく、子ども・高

齢者分野等と一体的に、日常生活支援の仕組みづくりを目指します。 
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⑥ 保育・教育の充実 

村保育所・保育園、学園（小学部・中学部）において、保育士の加配や障が

い特性に応じた特別支援学級を設置し、保育、学校教育を行っています。 

また、障がい児の放課後や休日等の活動の場として、児童発達支援や放課後

等デイサービス等、相談員と連携しながら障がい児の特性に応じた事業所の利

用へ繋いでいます。 

今後も障がいの特性に応じた保育・教育ができる体制づくりを強化していく

ことが必要です。 

 
 

⑦ 文化・スポーツ活動の推進 

本村では、障がいのある方の社会参加を促進するため、芸術鑑賞会や温水プ

ールの入場料を減額しています。 

障がいの種別や程度に関係なく、誰でも気軽に文化・スポーツに親しむこと

ができるよう、関係部署、福祉団体等と連携し、情報の収集と提供や、環境整

備に向けた取り組みが必要です。また、文化・スポーツの参加は、障がいのあ

る人の生きがいだけでなく、地域におけるさまざまな交流機会ともなることか

ら、積極的に参加できる環境づくりが重要です。 

 
 

⑧ 安心・安全 

緊急時に、障がいのある方がすみやかに通報することで、日常生活上の不安

を軽減し、円滑な救助・援助を行う「緊急通報システム事業」を実施していま

す。 

また、福祉団体の要望を受け、村北拠点避難所の見学会を開催し、避難所の

機能や備蓄品の確認・説明、障がい特性に応じた非常持ち出し品準備の必要性

等を周知しました。 

災害発生時に自力で避難できない人が多いことからも、障がいの特性に応じ

た避難支援だけでなく、避難後の支援体制づくりが必要です。また、災害時の

対応は、日頃からの地域のつながりが大切であり、周囲の住民等が連携・協力

して障がい者の安心安全を守っていくことが重要です。 
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第３章   計画の基本的な考え方 
 
 

１ 障害福祉計画・障害児福祉計画の基本的理念 

国が示した基本指針では、市町村および都道府県は、障がいのある人が自ら

の望む地域生活を営むことができるよう、障害者総合支援法や児童福祉法の基

本理念を踏まえ、次に掲げる点に配慮して「障害福祉計画」及び「障害児福祉

計画」を策定することとされています。 

 
１ 障がいのある人等の自己決定の尊重と意思決定の支援 

２ 市町村を基本とした身近な実施主体と障がい種別によらない一元的な 

障がい福祉サービスの実施 

３ 入所等から地域生活への移行、地域生活の継続の支援、就労支援等の 

課題に対応したサービス提供体制の整備 

４ 地域共生社会の実現に向けた取組 

５ 障がい児の健やかな育成のための発達支援 

 
 

また、障がい福祉サービス等の提供体制の確保にあたっては、「障害福祉計

画」及び「障害児福祉計画」の基本的理念を踏まえ、下記の点に配慮して数値

目標を設定するとともに、そのために必要となる指定障がい福祉サービス等の

量を見込むこととされています。 

 
１ 全国どこでも必要な訪問系サービスを保障 

２ 希望する障がいのある人等に日中活動系サービスを保障 

３ グループホーム等の充実を図り、地域生活支援拠点の整備を推進 

４ 福祉施設から一般就労への移行等を推進 
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２ 飛島村の障がい福祉サービス等の提供体制確保の考え方 

本計画は、国の考え方や本村に暮らす障がい児・者を取り巻く現状と課題を

踏まえ、以下の３つの考え方を基に、平成 32 年度の目標値の達成を目指すと

ともに、そのために必要となる指定障害福祉サービス及び障害児通所支援等の

量を見込み、計画的な整備を図ります。 

 
 

１ 障がいのある方の地域生活移行と社会参加を促進すること 

グループホームなどに住むことや、一般就労することなど地域で安心して

生活をできる環境を整備します。また、障がいのある方への差別解消や理解

の促進を図ります。障がいのある方の社会参加の促進のため、さまざまな社

会的障壁の除去や地域の担い手として活躍できる仕組みづくりを目指します。 

 
 

２ 本村の実情にあった障害総合支援制度を充実すること 

本村の障がい児・者と家族および福祉事業所などの意見を聞いて、近隣の

自治体等関係機関と連携・調整し、必要な総合支援を行います。障がい福祉

サービスの内容や利用方法の周知・啓発を図り、支援が必要な人がサービス

を適切に利用できるよう支援します。必要なサービスが適切かつ円滑に行わ

れるよう、サービス提供事業者の支援や、圏域全体でのサービスの確保に努

めます。 

 
 

３ 子どもから大人まで身体・知的・精神・難病・発達障がいの総合的な 

支援を行うこと 

ライフステージや障がいの種別を問わず個々の状況をふまえ、生涯を通じ

た本人・家族への総合支援を充実します。 
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第４章   成果目標と障がい福祉サービスの見込量 
 
 

１ 平成 32 年度における目標値 

（１）施設入所者の地域生活移行 

国の指針では、平成 32 年度末における地域生活移行の成果目標を設定する

に当たり、平成 28 年度末時点の施設入所者数の９％以上が地域生活へ移行し、

施設入所者数を平成 28 年度末時点から２％以上の削減を設定するよう求めて

います。本村では、これまでの実績及び地域の実情を踏まえて、平成 32 年度

末における地域移行数を設定します。 
 

項目 数値 設定の考え方 

施設入所者数 ６人 平成 28 年度末現在の施設入所者数 

施設入所者の削減数 １人
平成 32 年度末時点おける施設入所者数を、
平成 28 年度末時点から削減する人数 

地域生活移行者数 １人
施設入所者数のうち平成32年度末までに地
域生活へ移行する人数 

 

（２）精神障がいを含め全ての障がいに対応した地域包括ケアシステムの構築 

国の指針では、平成 32 年度までに「圏域ごとの保健、医療、福祉関係者に

よる協議の場の設置」及び「市町村ごとの保健、医療、福祉関係者による協議

の場の設置」が設定され、地域包括ケアシステムの連携支援体制の確保を図る

こととされています。本村は、関係機関や近隣自治体等の動向も踏まえ、協議・

調整を図り設置に向けて検討します。 

また、精神病床における１年以上の長期入院患者数の地域移行に伴う基盤整

備量について、県下統一の推計式により利用者数を設定しています。本村の目

標値は０人ですが、今後も入院中からの地域生活移行の準備等が円滑に実施出

来るよう関係機関と協力していきます。 

 
項目 目標値 設定の考え方 

地域包括ケアシステムの構
築 

近隣自治体と
共同設置 

平成 32 年度末までに、保健・医療・福祉関

係者による協議の場の設置 

精神病床における１年以上の
長期入院患者数の地域移行 

０人
平成 32 年度末の地域移行に伴う基盤整備量

（利用者数） 
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精神障がいを含め全ての障がいに対応した地域包括ケアシステムの構築（イメージ） 

 
  
  
  

○精神障がいを含めた全ての障がい者が、地域の一員として安心して自分らしい暮らしをすることができるよう、医療（精

神科医療・一般医療）、障がい福祉・介護、住まい、社会参加（就労）、地域の助け合いが包括的に確保された地域包括ケ

アシステムの構築を目指す必要がある。 

○このような精神障がいを含め全ての障がいに対応した地域包括ケアシステムの構築にあたっては、計画的に地域の基盤

を整備するとともに、市町村や障がい福祉・介護事業者が、障がいの程度によらず地域生活に関する相談に対応できるよ

うに、圏域ごとの保健・医療・福祉関係者による協議の場を通じて、精神科医療機関、一般医療機関、地域援助事業者、

市町村などとの重層的な連携による支援体制を構築していくことが必要。 

日常の医療 
・かかりつけ医、有床診療所 
・精神科デイケア・精神科訪問看護 
・地域の連携病院 
・歯科医療、薬局 

病気になったら・・・ 

医療 
（精神科医療・一般医療） 

病院： 
急性期、回復期、慢性期

住まい 

・自宅（持ち家・借
家・公営住宅等）

・サービス付き高齢
者向け住宅等 

・保健所（精神保健専門相談） 
・障害者就業・生活支援センター（就労） 
・ハローワーク（就労） 

・市町村（精神保健・福祉一般相談） 
・基幹相談支援センター（障害） 

・地域包括支援センター（高齢） 

お困りごとはなんでも相談･･･

様々な相談窓口 

相談業務やサービ
スのコーディネー
トを行います。 安心して自分らしく暮らすために･･･ 

社会参加（就労）・地域の助け合い（多世代） 

ピア・サポート活動、自治会、ボランティア、NPO 等 

介護・訓練等の支援が必要になったら･･･

障がい福祉・介護 

■地域生活支援拠点 

（障がい福祉サービス） 
■在宅系： 
・居宅介護・生活介護 
・短期入所 
・就労継続支援 
・自立訓練等 

■施設・居住系サービス
・施設入所支援 
・共同生活援助 
・宿泊型自立訓練 等

（介護保険サービス） 
■在宅系： 
・訪問介護・訪問看護・
通所介護 

・小規模多機能型居宅
介護 

・短期入所生活介護 
・福祉用具 
・24 時間対応の訪問サ
ービス 等 

■介護予防サービス 
■施設・居住系サービス
・介護老人福祉施設 
・介護老人保健施設 
・認知症共同生活 
介護 等 

都道府県ごとの保健・医療・福祉関係者による協議の場、 
都道府県本庁・精神保健福祉センター・発達障害者支援センター 

障害保健福祉圏域ごとの保健・医療・福祉関係者による協議の場、保健所 

市町村ごとの保健・医療・福祉関係者による協議の場、市町村 

バックアップ 

バックアップ 

バックアップ 

通院・入院

通所・入所

日常生活圏域 

※地域包括ケアシステムは、日常生活圏域単位での構築を想定 
※精神障がいを含め全ての障がいに対応した地域包括ケアシステムの構築に
あたっては、障害保健福祉圏域ごとに、精神科医療機関・一般医療機関・
地域援助事業者・市町村による連携支援体制を確保 障害保健福祉圏域

基本圏域（市町村） 

圏域の考え方

資料：厚生労働省を基に作成
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（３）地域生活支援拠点等の整備 

国の指針では、「地域生活への移行や親元からの自立等に係る相談」、「一人暮

らし、グループホームへの入居等の体験の機会及び場の提供」、「ショートステ

イの利便性・対応力の向上等による緊急時の受入対応体制の確保」、「人材の確

保・養成・連携等による専門性の確保」、「サービス拠点の整備及びコーディネ

ーターの配置等による地域の体制づくり」の５つの機能が求められる地域生活

支援拠点等について、平成 32 年度末までに各市町村又は各圏域に少なくとも

一つを整備することとされています。 

本村は、近隣自治体の動向も踏まえ、整備に向け協議・調整を重ねていきます。 

 
項目 目標値 設定の考え方 

地域生活支援拠点等の整備 
近隣自治体と
共同で１か所

平成 32 年度末までに、障がい者の地域での
生活を支援する拠点等の整備数 

 

（４）福祉施設から一般就労への移行等 

福祉施設から一般就労への移行は、国の指針では、平成 28 年度の一般就労

への移行実績の 1.5 倍以上にすることとされています。 

就労移行支援事業の利用者数は、国の指針では、平成 28 年度末における利

用者数から２割以上増加させることとされています。 

また、就労移行支援事業所ごとの就労移行率の増加は、国の指針では、就労

移行支援事業所のうち、就労移行率が３割以上の事業所を全体の５割以上にす

ることとされています。 

さらに、就労定着支援事業による１年後の職場定着率は、国の指針では、就

労定着支援事業による支援を開始した時点から１年後の職場定着率を８割以

上にすることとされています。 

 
項目 実績値 目標値 設定の考え方 

一般就労移行者数 ０人 １人
平成 32 年度末までに福祉施設から一般就

労へ移行させる人数 

就労移行支援事業
利用者数 

０人 １人
就労移行支援事業を平成 32 年度末までに

利用させる人数 

就労移行率 ０％ 50％
平成 32 年度末までに就労移行率が３割以

上の就労移行支援事業所の割合 

職場定着率 －％ 80％
各年度における就労定着支援による支援

開始から１年後の職場に定着させる割合 
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（５）障がい児支援の提供体制の整備等 

児童発達支援センターの設置は、国の指針では、平成 32 年度末までに各市

町村に少なくとも１か所以上設置することとされています。 

保育所等訪問支援の充実は、国の指針では、各市町村又は各圏域に設置され

た児童発達支援センターが保育所等訪問支援を実施するなどにより、平成 32

年度末までに全ての市町村において、保育所等訪問支援を利用できる体制を構

築することとされています。 

重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等デイサービ

ス事業所の確保は、国の指針では、各市町村又は市町村単独で確保が困難な場

合は圏域に少なくとも１か所以上確保することとされています。 

医療的ケア児支援のための関係機関の協議の場の設置は、国の指針では、各

圏域及び各市町村において、保健、医療、障がい福祉、保育、教育等の関係機

関等が連携を図るための協議の場を設けることとされています。 

本村は、村内にサービス提供事業所がないため、近隣自治体の動向も踏まえ、

協議・調整を図り設置等に向けて検討します。 

 

 
項目 目標値 設定の考え方 

児童発達支援センターの設置
近隣自治体と共同
で１か所 

平成 32 年度末までに、児童発達支

援センターを設置する数 

保育所等訪問支援 
近隣自治体と共同
で実施 

平成 32 年度末までに、保育所等訪

問支援を利用できる体制の構築 

児童発達支援事業所の確保 
近隣自治体と共同
で１か所 

主に重症心身障がい児を支援する

児童発達支援事業所を確保する数 

放課後等デイサービス事業所
の確保 

近隣自治体と共同
で１か所 

主に重症心身障がい児を支援する

放課後等デイサービス事業所を確

保する数 

医療的ケア児支援のための協
議の場 

設置 

平成 30 年度末までに、保健、医療、

障がい福祉、保育、教育等の関係機

関等が連携を図るための協議の場

の設置 
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２  障がい福祉サービスの見込量 

１）訪問系サービス 

現在、村内では居宅介護、重度訪問介護、同行援護それぞれで１事業所がサ

ービスを提供しています。また、行動援護、重度障害者等包括支援の事業所は

村内にはありません。 

今後は、サービス利用者が増え、あるいは利用回数が安定するなど利用量が

増加していくことが見込まれます。そのため、サービスの必要な方が必要な時

に利用できるよう、訪問系サービスの提供体制の充実を図る必要があります。 

 
■サービスの概要 

訪問系サービスは、ホームヘルパー等が障がいのある人の居宅を訪問して

介護や家事援助など必要な援助を行うサービスで、居宅介護、重度訪問介護、

同行援護、行動援護及び重度障害者等包括支援の５つのサービスが含まれま

す。 

 
① 居宅介護 

居宅における入浴、排せつ、食事等の支援を行います。 

② 重度訪問介護 

重度の肢体不自由者又は重度の知的障がい若しくは精神障がいにより行動

上著しい困難を有する人に、居宅における入浴、排せつ、食事、外出時の移

動支援等を総合的に行います。 

③ 同行援護 

視覚障がいにより移動に著しい困難を有する人に、移動に必要な情報の提

供（代筆・代読を含む）、移動の援護等の外出支援を行います。 

④ 行動援護 

知的障がい又は精神障がいにより行動上著しい困難を有する人で、危険を

回避するために必要な援護や外出時の支援を行います。 

⑤ 重度障害者等包括支援 

重度の障がいにより介護の必要性が特に高い人に、居宅介護等の複数のサ

ービスを包括的に行います。  
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見 込 量 

【第５期計画サービス量の見込み】 

 平成30年度 平成31年度 平成32年度

訪問系サービス 
利用者数／月 ２ ２ ３

時間／月 35 35 40

 

【 サービス確保のための方策及び今後の方向性 】 

・アンケートやグループインタビュー等の調査からは、介助者の高齢化に伴い、

地域において障がいのある人の在宅生活を支えるヘルパー等の訪問系サー

ビスが、ニーズとして表れています。 

今後、入院・入所者等の地域移行も進む中で、サービス利用は増加していく

ことが考えられます。 

・引続き、村内や近隣のサービス事業者により利用者の状況に応じたきめ細か

なサービスを提供できるよう利用体制の整備を図ります。 

また、サービス事業者のサービスの質の向上を図るよう働きかけ、日頃から

情報共有等を通じて連携しながら人材の育成にも努めます。 
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２）日中活動系サービス 

現在、日中活動系サービスを提供する事業所は村内にはありません。 

近年、特に就労のサービス利用者が増加しており、障がいのある方の社会

参加が進んでいることが伺えます。 

就労移行支援や就労継続支援などのサービス提供体制の整備だけでなく、

平成 30 年度から新設される就労定着支援を活用しながら、職場への定着を

図る等きめ細かな支援に努める必要があります。 

 
■サービスの概要 

日中活動系サービスは、障がいのある人の日中の活動を支援するサービス

で、通所により、必要な介護、訓練、支援などを施設において行うものです。 

具体的には、生活介護、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援、就労定

着支援、療養介護、短期入所及び自立生活援助などのサービスが含まれます。 

 

① 生活介護 

常に介護を必要とする人に、入浴、排せつ、食事の介護等を行うとともに、

軽作業等の生活活動や創作活動の機会の提供を行います。 

② 自立訓練 

機能訓練は、身体障がい者等に、理学療法や作業療法などのリハビリ等の

支援を行います。生活訓練は、知的障がい又は精神障がいにより行動上著し

い困難を有する人に、日常生活に必要な訓練並びに相談及び助言等の支援を

行います。 

③ 就労移行支援 

一般企業等への就労を希望する人に、就労に必要な知識及び能力の向上の

ために必要な訓練を行います。 

④ 就労継続支援（Ａ型） 

一般企業等での就労が困難な人に、雇用契約に基づく就労の機会を提供し、

知識及び能力向上のために必要な訓練を行います。 

⑤ 就労継続支援（Ｂ型） 

一般企業等での就労が困難な人に、就労の機会を提供し、知識や能力向上

のために必要な訓練などを行います。 
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⑥ 就労定着支援（平成 30 年度新設事業） 

一般就労した障がいのある人が、職場に定着できるよう支援する事業です。

施設の職員が就職した事業所を訪問することで、障がいのある人や企業を支

援します。 

⑦ 療養介護 

医療と常時介護を必要とする人に、医療機関への入院と合わせて、機能訓

練や介護及び日常生活上の支援を行います。 

⑧ 短期入所 

自宅で介護する人が病気の場合などに、短期間、夜間も含め、施設で入浴、

排せつ、食事等の支援を行います。 

 

見 込 量 

【第５期計画サービス量の見込み】 

 平成30年度 平成31年度 平成32年度

生活介護 
人／月 ７ ７ ７

人日分 147 147 147

自立訓練（機能訓練） 
人／月 ０ ０ ０

人日分 ０ ０ ０

自立訓練（生活訓練） 
人／月 ０ ０ ０

人日分 ０ ０ ０

就労移行支援 
人／月 １ １ １

人日分 20 20 20

就労継続支援（Ａ型） 
人／月 ２ ２ ３

人日分 40 40 63

就労継続支援（Ｂ型） 
人／月 ７ ７ ８

人日分 112 112 138

就労定着支援 人／月 ０ ０ １

療養介護 人／月 １ １ １

短期入所（福祉型） 
人／月 １ １ １

人日分 ７ ７ ７

短期入所（医療型） 
人／月 ０ ０ １

人日分 ０ ０ ７
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【 サービス見込量の確保のための方策及び今後の方向性 】 

・アンケートやグループインタビュー等の調査からは、就労を継続するために、

職場における障がいの理解を求める声が多くなっています。 

また、特に知的障がいや精神障がいの方の就労サービス利用が増加している

ことから、サービス利用者の増加と多様なニーズに対応できるよう、就労機

会の拡大に向け事業所の体制整備に努めます。 

・住み慣れた地域での生活を見据え、障がい者本人やご家族の意向を的確に捉

え、障がいの状態に応じて、適切なサービスへの移行を図るなど、各サービ

スとの円滑な連携を図ります。 

・新規事業者の参入を促すとともに、近隣のサービス提供事業者と連携し、ニ

ーズに合った見込量の確保に努めます。 
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３）居住系サービス 

現在、居住系サービスを提供する事業所は村内にはありません。 

地域移行が進む中、また親亡き後を見据えて、障がいのある方の生活を考

えると、今後居住系サービスの利用増加が見込まれます。 

住み慣れた地域で安心して生活するために、施設整備を進める際には、地

域住民の理解を深めることも重要です。 

 

■サービスの概要 

居住系サービスは、障がいのある人の住まいの場に関するサービスです。

主に夜間に、施設や共同生活を行う住居において、入浴、排せつ、食事等の

介護を行うもので、共同生活援助及び施設入所支援の２つのサービスが含ま

れます。 

 
① 自立生活援助（平成 30 年度新設事業） 

障がい者支援施設やグループホーム等を利用していた障がいのある人が一

人暮らしを希望する人の居宅を定期的に訪問し、必要な助言や医療機関等と

の連絡調整を行います。 

② 共同生活援助（グループホーム） 

夜間や休日などに、共同生活を行う居宅において、相談や日常生活上の援

助を行います。 

③ 施設入所支援 

施設に入所している人に、夜間や休日に、入浴、排せつ、食事等の援助を

行います。 

 

見 込 量 

【第５期計画サービス量の見込み】 

 平成30年度 平成31年度 平成32年度

自立生活援助 人／月 ０ ０ ０

共同生活援助 

（グループホーム） 
人／月 ２ ２ ３

施設入所支援 人／月 ６ ６ ５
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【 サービス見込量の確保のための方策及び今後の方向性 】 

・アンケートやグループインタビュー等の調査からは、障がいのある方の将来

の生活として、共同生活できる環境が障がい者本人・家族にとって安心であ

り、現在のライフスタイルを維持できるよう、近隣地域での施設整備が強く

求められています。 

また、住民意識調査においても、自分の身近な地域に障がい者施設が整備さ

れることに関して、約半数が前向きな考えであることが明らかになりました。 

・海部南部障害者自立支援協議会において、近隣地域共通の重点課題である「生

活の場の確保」に向けて、グループホームの誘致・整備に取り組んでいます。

今後も引続き、障がい理解を深めるための啓発や、事業者との情報共有・協

議等を重ねていきます。 
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４）相談支援 

現在、村内では計画相談支援を１事業所で行っています。 

サービス利用者が年々増加傾向にある中で、本人・家族のニーズを適切に

把握し支援をするために、相談支援事業者や専門人材確保等、支援体制の充

実を図る必要があります。 

 
■サービスの概要 

相談支援は、適切なサービス利用を支援するための「計画相談支援」、地域

生活に移行するための支援を行う「地域移行支援」、地域生活が安定するよう、

24 時間対応の相談等支援を行う「地域定着支援」の３つがあります。 

 
① 計画相談支援 

障がい者の自立した生活を支え、課題の解決や適切なサービス利用に向け

て、ケアマネジメントによりきめ細かく支援を行います。 

② 地域移行支援 

施設や病院に長期入所等している人が、地域生活に移行できるよう居宅の

確保や地域生活の準備などの地域移行支援を行います。 

③ 地域定着支援 

施設や病院に長期入所等していた人が、地域生活に移行後、安心して地域

生活を継続できるよう連絡、相談等の地域定着支援を行います。 

 

見 込 量 

【第５期計画サービス量の見込み】 

 平成30年度 平成31年度 平成32年度

計画相談支援 人／月 ３ ３ ３

地域移行支援 人／月 ０ ０ ０

地域定着支援 人／月 ０ ０ ０
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【 サービス見込量の確保のための方策及び今後の方向性 】 

・利用者の状況に応じたサービスが提供できるよう、近隣のサービス提供事業

者等関係機関との連携を強化し、相談支援体制の整備、人材の確保・育成、

サービス内容の充実に努めます。 

・地域移行支援・地域定着支援について、引続き、施設や医療機関等と広域で

連携を図り、利用者の状況に応じたサービス提供に努めます。 
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３ 障がい児福祉サービスの見込量 

１）障がい児通所支援サービス等  

現在、村内では障がい児福祉サービスを提供する事業所はありません。 

障がい児の子育てを行いながら就労を続けたいと希望するなど、障がい児の

保護者のニーズが多様化しており、放課後等デイサービスの利用者・利用量は

増加しており、今後も引続き増加することが見込まれます。 

そのため、サービスの提供体制の充実を図る必要があります。 

 
■サービスの概要 

① 児童発達支援 

未就学の障がい児に対して、日常生活における基本的な動作の指導、知識

技術の付与、集団生活への適応訓練、治療等を行います。 

② 放課後等デイサービス 

学校に通学している障がい児に対して、放課後・休日や夏休み等の長期休

暇中に、生活力向上のために必要な訓練、社会との交流の促進等の支援を行

います。 

③ 保育所等訪問支援 

保育所等を利用中の障がい児に対して、利用する保育所等を訪問し、集団

生活への適応のための専門的な支援を行います。 

④ 障害児相談支援 

障害児通所支援（放課後等デイサービス・児童発達支援など）を利用する

前に障害児支援利用計画を作成し（障害児支援利用援助）、通所支援開始後、

一定期間ごとにモニタリングを行う（継続障害児支援利用援助）等の支援を

行います。 

⑤ 居宅訪問型児童発達支援（平成 30 年度新設事業） 

重度の障がい等のために外出が著しく困難な障がいのある児童に、居宅を

訪問して発達支援を行います。 

⑥ 医療的ケア児に対する関連分野支援を調整するコーディネーターの配置人数 

医療的ケア児に対する総合的な支援体制の構築に向けて、関連分野の支援

を調整するコーディネーターとして養成された職員を配置していきます。 
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見 込 量 

【第１期計画サービス量の見込み】 

 平成30年度 平成31年度 平成32年度

児童発達支援 
利用者数／月 ０ ０ １

延日数／月 ０ ０ １

医療型児童発達支援 
利用者数／月 ０ ０ ０

延日数／月 ０ ０ ０

放課後等デイサービス 
利用者数／月 ６ ６ ７

延日数／月 42 42 56

保育所等訪問支援 
利用者数／月 ０ ０ １

延日数／月 ０ ０ １

障害児相談支援 利用者数／月 ２ ２ ３

居宅訪問型児童発達支

援 
利用者数／月 ０ ０ ０

人日分／月 ０ ０ ０

医療的ケア児に対する関

連分野支援を調整するコ

ーディネーター

配置人数 ０ １ １

 

【 サービス見込量の確保のための方策及び今後の方向性 】 

・アンケートやグループインタビュー等の調査からは、障がい児の各ライフス

テージにおける切れ目ない支援が強く求められています。 

今後も、発達支援、保育・教育、社会交流など様々なサービス利用は増加し

ていくことが考えられます。 

・引続き、村内や近隣のサービス事業者により、障がい児・保護者の状況に応

じたきめ細かなサービスを提供できるよう利用体制の整備を図ります。また、

関係機関と連携し、サービスの質を確保するための方策を検討します。 

・重症心身障がい児等に対応した事業所については、施設や医療機関等と広域

で連携を図り、利用者の状況に応じたサービス提供に努めます。 

・福祉、保健、医療、教育等の関係機関による総合的な支援体制の構築を図り、

乳幼児期から成人期まで、計画的かつ一貫性をもった切れ目ない支援に取り

組みます。 
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２）子ども・子育て支援  

子ども・子育て支援法において、「子ども・子育て支援の内容及び水準は、

全ての子どもが健やかに成長するように支援するものであって、良質かつ適

切なものでなければならない」と規定されており、配慮が必要な子ども及び

その家族に対して、乳幼児期から学校卒業まで一貫した効果的な支援を身近

な場所で提供する体制の構築を図ることが重要です。 

障がいの有無に関わらず子どもが共に成長できるよう、地域社会への参加・

包容（インクルージョン）を推進するため、子育て支援施策と緊密な連携を

図りながら、保育所や認定こども園、放課後児童健全育成事業（学童クラブ）

等における、配慮が必要な子どもの利用ニーズの把握及びその提供体制を整

備していきます。 

 
① 子ども・子育て支援等の利用に係る体制整備 

子ども・子育て支援等の地域資源のうち、保育所、認定こども園及び放課

後児童健全育成事業（学童クラブ）について配慮が必要な子どもの利用見込

量を設定しました。 

『飛島村子ども・子育て支援事業計画』において、配慮が必要な子どもも

含めて、各事業の利用量の見込みとその提供体制を定めていることからも、

『飛島村子ども・子育て支援事業計画』との整合性を確保し、協議・調整し

ながら進めていきます。 

 

【配慮が必要な子どもの受入見込み】               （単位：人） 

区分 平成30年度 平成31年度 平成32年度 

保育所 16 16 21

認定こども園 ７ ７ ８

放課後児童健全育成事

業（学童クラブ） 
２ ２ ２
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４ 地域生活支援事業の見込量 

地域生活支援事業は、各自治体が利用者の状況に応じて柔軟にサービスを提

供するものです。地域生活支援事業の中には、障害者総合支援法の規定により

必ず実施しなければならない事業（必須事業）と、障がいのある人が自立した

日常生活又は社会生活を営むために各自治体が任意に実施することができる

事業（任意事業）があります。 

 
１）必須事業 

障がいのある人の地域における自立した生活や社会参加の支援に向けた事

業の充実が必要であり、村内外におけるサービス提供体制の確保、利用者の経

済的負担への配慮等を図りつつ、地域生活支援事業の計画的・効果的な実施に

努めて行くことが求められます。 

 
■サービスの概要 

① 理解促進研修・啓発事業 

障がい者等が日常生活及び社会生活を営む上で生じる「社会的障壁」を除

去するため、地域住民に対して、障がい者等の理解を深めるための研修や啓

発（イベントや教室の開催、パンフレットの配布等）を行います。 

② 自発的活動支援事業 

障がいのある人、その家族、地域住民などが地域において自発的に行う活

動（ピアサポート、災害対策、孤立防止活動、ボランティア活動など）を支

援します。 

③ 相談支援事業 

障がいのある人等の福祉に関する問題に対して相談に応じ、必要な情報の

提供及び助言等を行うと共に、虐待の防止やその早期発見のための関係機関

との連絡調整、障がいのある人等の権利擁護のために必要な援助を行います。 

また、地域自立支援協議会を活用し、関係機関の連携強化に努めます。 

④ 成年後見制度利用支援事業 

成年後見制度利用が有効と認められる知的障がい者又は精神障がい者の権

利擁護を図るため、成年後見制度の利用を支援します。  
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⑤ 成年後見制度法人後見支援事業 

成年後見制度利用が有効と認められる知的障がいのある方、又は精神障が

いに対して、市民後見人の活用も含めた法人後見の活動を支援し、成年後見

制度の利用を支援します。 

⑥ 意思疎通支援事業 

聴覚、言語機能、音声機能その他の障がいのため意思の疎通を図ることに

支障がある人に、手話通訳者や要約筆記者の派遣等を行い、意思疎通の円滑

化を図ります。 

⑦ 日常生活用具給付等事業 

在宅の心身に重度の障がいのある人に対し、自立生活支援用具等の日常生

活用具を給付することにより、生活の便宜を図り、福祉の増進を図ります。 

⑧ 手話奉仕員養成研修事業 

聴覚に障がいのある人等が自立した日常生活または社会生活を営むことが

できるよう、手話奉仕員の養成を推進します。 

⑨ 移動支援事業 

屋外での移動が困難な障がいのある人に社会参加等のための支援を行いま

す。 

⑩ 地域活動支援センター機能強化事業 

障がいのある人などが通い、創作的活動や生産活動、社会との交流を進め

るなど多様な活動を行う場を設けます。 
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見 込 量 

【第５期障害福祉計画・第１期障害児福祉計画サービス量の見込み】 

 平成30年度 平成31年度 平成32年度

理解促進研修・啓発事業 
実施の

有無 
実施 実施 実施

自発的活動支援事業 
実施の

有無 
実施 実施 実施

相

談

支

援

事

業 

障害者相談支援事業  箇所数 ３ ３ ３

基幹相談支援センター 
設置の

有無 
無 無 無

市町村相談支援機能強化

事業（基幹相談支援セン

ター等機能強化事業） 

実施の

有無 
－ － －

住宅入居等支援事業 
実施の

有無 
－ － －

成

年

後

見 

成年後見制度利用支援事

業 

実利用

人数 
０ ０ １

成年後見制度法人後見支

援事業 

実施の

有無 
検討 検討 検討

意

思

疎

通

支

援

等 

手話通訳設置事業  件数 － － －

手話通訳者派遣事業  件数 ０ ０ １

要約筆記者派遣事業  件数 ０ ０ １

手話奉仕員養成研修事業

（修了者数） 

修了者

数 
１ １ １

日

常

生

活

用

具

給

付

等 

介護・訓練支援用具 件数 １ １ １

自立生活支援用具 件数 ０ １ ２

在宅療養等支援用具 件数 ０ １ ２

情報・意思疎通支援用具 件数 ０ ０ １

排泄管理支援用具 件数 128 148 168

居住生活動作補助用具 

（住宅改修費） 
件数 ０ ０ １

移動支援事業 

利用者

数/年 
４ ４ ４

延利用時

間数／年
360 360 360

地域活動支援センター事業 

箇所数 １ １ １

利用者数

人／月 
１ １ １
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【 サービス見込量の確保のための方策及び今後の方向性 】 

＜理解促進研修・啓発事業、自発的活動支援事業＞ 

・障がいへの理解を促進するために、小学校・中学校での福祉学習や、イベン

トの際に『キラリとびしまのびのび体操』を実施する等、障がいに関する情

報提供、啓発、交流等に努めます。 

・障がい児・者団体の支援や、障がい者ボランティア活動への支援・助成等を

今後も継続します。 

 

＜相談支援事業＞ 

・障がいに関する相談窓口の周知及び、気軽に相談できる体制整備を図ります。 

・身体障害者相談員、知的障害者相談員と情報共有を行うなど連携を図り、適

切な支援につなげます。 

・多面的な相談支援をするために、「海部南部障害者自立支援協議会」において

検討会・勉強会等を企画し、支援の充実を目指します。 

 

＜成年後見制度利用支援事業、成年後見制度法人後見支援事業＞ 

・成年後見制度の理解と活用を進めるための普及啓発や市民後見人の養成等、

社会福祉協議会始め、関係機関等と連携を図ります。 

 

＜意志疎通支援事業、手話奉仕員養成研修事業＞ 

・手話通訳者、要約筆記者の派遣について、（社）愛知県聴覚障害者協会へ委託

し、意思の疎通を図ることが困難な障がいのある人のコミュニケーション支

援を継続実施します。 

・近隣市町村と合同で、手話奉仕員養成研修を継続実施します。 

 

＜日常生活用具給付等事業＞ 

・障がい特性に合わせて適切な日常生活用具の給付に努めます。また、今後も

近隣の市町村と連携・調整を行いながら、品目の選定や給付期間の充実を図

ります。 

・障がいのある人の地域生活への移行が進むことに合わせ、需要の拡大に応じ

たサービス量の拡充を図ります。 
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＜移動支援事業＞ 

・移動支援事業の周知に努め、事業者と情報共有し、利用希望者の障がい特性

に合わせたサービス提供に努めます。 

 

＜地域活動支援センター機能強化事業＞ 

・障がい者の自立と社会参加を支援するため、地域活動支援センターの周知・

利用促進を図ります。 
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２）任意事業 

訪問入浴サービス事業や日中一時支援事業など一定の利用量が見込まれま

す。そのため、サービスの必要な方が必要な時に利用できるよう、訪問入浴サ

ービス事業や日中一時支援事業などの提供体制の充実を図る必要があります。 

 
■サービスの概要 

① 訪問入浴サービス事業 

介護保険制度のサービス対象に該当しない 65 歳未満の重度身体障がい者

で通常の方法で入浴が困難な方の居宅に巡回入浴車を派遣し、入浴介助を行

います。 

② 日中一時支援事業 

障がいのある人の家族の就労支援や、日常的に介護している家族の一時的

な休息を目的として、日中、サービス提供事業者などにおいて障がいのある

人に活動の場を提供し、見守りや社会に適応するための日常的な訓練などを

行います。 

③ 自動車改造費助成事業 

身体に障がいのある人が所有し、運転する自動車の改造に要する費用の一

部を補助します。 

 

見 込 量 

【第５期障害福祉計画・第１期障害児福祉計画サービス量の見込み】 

 平成30年度 平成31年度 平成32年度

訪問入浴サービス事業 

実施箇所 ０ ０ １

利用実人数 ０ ０ １

延日数/年 ０ ０ 30

日中一時支援事業 
利用実人数 ３ ３ ４

利用回数/年 340 340 372

自動車改造費助成事業 利用実人数 ０ ０ １

 
  



 

 
52 

 

【 サービス見込量の確保のための方策及び今後の方向性 】 

・訪問入浴サービス事業については、入浴サービスが可能な事業者の状況等を

勘案しながら、十分なサービス提供を行うことができるよう努めます。 

・日中一時支援事業については、近隣のサービス提供事業者などとの連携によ

り、事業を推進します。今後の利用希望者の動向をふまえ、十分なサービス

提供を行うことができるよう努めます。 

・自動車改造費助成事業については、適切な支給決定を行うとともに、予算の

確保を図ります。 
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第５章   計画の推進 

 

１ 計画実施の留意点及び推進体制の概要 

（１）国・愛知県・関係機関との連携 

本計画を推進していくためには、本計画の成果目標の達成に向けて着実に取

り組みをすすめることが必要です。国、愛知県、近隣市町村、障がい者団体、

社会福祉法人等との連携を図りながら、協力体制を一層強化します。 

 

（２）計画の推進体制の充実 

① サービスの適正な利用促進 

障がい福祉サービスの内容や利用方法の周知・啓発を図り、支援が必要な人

がサービスを適切に利用できるよう支援します。また、海部南部障害者自立支

援協議会をはじめとする広域的な関係機関や相談機関と連携・協力しながら、

障がいのある人とその家族への相談支援と情報提供に積極的に取り組み、障が

いのある人のニーズの把握と問題解決に努めます。さらに、必要なサービスが

適切かつ円滑に行われるよう、サービス提供事業者を支援するほか、本村への

サービス提供事業者の誘導に努めます。 

 

② 住民への周知啓発 

障がい児・者が地域で自立し安心して暮らすためには、地域住民の障がいや

障がい児・者への理解が欠かせません。学校や地域における福祉・人権教育や

ボランティア活動など、世代や障がいの有無に関わらず、地域住民との交流を

図ることで、村民一人ひとりの理解促進につなげます。 

 

③ 苦情相談体制の充実 

本村のような小さな地域では、日常的に利用可能なところに立地する障がい

福祉サービスの事業所数が限られており、事業所の選択肢が少ないことから、

苦情などの相談が難しいとの構造的問題があります。海部南部障害者自立支援

協議会、愛知県社会福祉協議会に設置されている運営適正化委員会などと協力

しながら、福祉サービスに関する利用者などからの苦情に対応します。 
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④ 庁内連携体制の強化 

今回の調査を通じて浮かび上がった、本村の課題やニーズは、障がい福祉分

野だけでなく、子ども・高齢者分野等においても共通するものがあります。特

に日常生活支援や多世代交流等のニーズについて、各分野の連携強化を図り、

一体的に施策を推進していきます。 

 

⑤ 子育て支援センターを拠点とした障がい児支援体制の整備 

平成 30 年４月に開設予定の子育て支援センターを、総合的な子育て支援の

拠点として、様々な専門職・関係機関と連携を密に図りながら相談支援体制の

強化、早期療育の充実を目指します。 

 

⑥ 飛島村障害者福祉計画策定委員会 

本計画の進捗状況は、飛島村障害者福祉計画策定委員会により点検・評価し、

次回の計画改定に反映します。 

 

⑦ 海部南部障害者自立支援協議会との連携促進 

弥富市、蟹江町、飛島村と共同で運営している海部南部障害者自立支援協議

会で、社会情勢の変化を念頭に、地域における障がい福祉施策の実現に向けた

課題の解決に努めます。 

運営会議において、個別の支援会議で確認したケース等の対応や地域の現

状・課題等について、地域の関係者と定期的に会議を開催し、情報共有を図る

とともに、自立支援協議会の運営の方向性や地域づくりの戦略を協議します。 

また、全体会において、地域におけるニーズ、課題等を共有し、協議及び調

整等を行い、地域としての基本的な方針や施策提案等について、協議会全体と

して意思確認を行います。 
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２ 障害福祉計画・障害児福祉計画推進へのＰＤＣＡサイクルの活用 

本計画の円滑・着実な実行のために、「PDCA サイクル」に基づき、事業の

推進と進捗状況の把握を行うとともに、この計画の進行管理の点検及び評価を

行います。 

本村では各年で、実施（Do）した内容を把握、評価（Check）し、自立支援

協議会等に報告の上、意見を聞き、必要があると認める時は、事業体制や内容

の改善（Act）等を行います。 

また、その結果については、村民及び関係者へ向けて広報等を通して公表し

ていきます。 

また、計画の見直しにおいては、計画全体の進行管理や評価を適切に行い、

その結果を次期計画に反映して、施策等の一層の充実に努めていきます。 
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第６章   参考資料 

 

 

１ 調査結果報告 

（１）訪問調査・フォーカスグループインタビューからのニーズ 

１）調査の目的 

第５期障害福祉計画及び第１期障害児福祉計画の策定にあたり、村の障が

い福祉についての意見から実態を把握・分析し、今後の支援の方向性等を検

討しました。 

 

２）対象者と方法 

① 訪問調査 

対象者は、作業所作業生や療育教室に参加している方、障がいサービス利用

者と非利用者、作業所職員、障害者相談支援専門員の合計 10 名でした。  

調査方法は訪問調査による面接調査法を用いて、対象者の自宅またはすこや 

かセンター等施設において聞き取りで回答を得ました。 

 

② フォーカスグループインタビュー 

対象者は、身体障害者福祉協議会、心身障害児（者）保護者会（あゆみ会）、

障がい児保護者団体（ラピュータ）、障がい支援者の合計 19 名でした。  

調査方法はフォーカスグループインタビュー法を用いて、１時間～１時間半

のインタビューを行い、対象者に事前に承諾を得た上で IC レコーダー及びビ

デオ動画での記録をもとに、内容分析を行いました。 

 

３）結果 

① 生活支援サービス等に関するニーズ 

在宅で生活するためのサービスとして「見守りや声かけ」、「休日や夜間でも

相談できる場所」や、「ヘルパー」、「買い物」、「金銭管理」、「家事手伝い」など

の生活支援の必要性が多くあげられました。 
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特に「見守り、声かけ」について訪問調査では８名中４名の方が必要と回答

しています。また、「移動・送迎サービスの充実」など、自宅からの移動手段に

関する制度への要望も多くあがりました。 

現状の障がい福祉サービス制度とは別で、障がい特性や生活スタイル等の個

別性に応じた日常生活における身の回りの支援に対するニーズが高まってい

ます。 

 

② 将来の住まいに関するニーズ 
将来的に生活したい住まいの希望として、「自宅で親や子どもなど家族との

同居」や「独立して１人暮らし」、「障がい者グループホーム」や「老人ホーム

など高齢者施設」など多様な意見が出ました。 

中でも、“人とのかかわりや安心感”を理由に、仲間や世話人と暮らす障がい

者グループホームを希望する方が８名中４名と、将来の住まいの場としてニー

ズが高まっています。 

それに伴い、住み慣れた地域でグループホームの整備を求める声も多くあが

り、親亡き後を見据えた将来の住まいの充実が示唆されました。 

 

③ 療育に関するニーズ 

療育教室（きらきら教室等）に必要な機能・支援として、「子どもの成長発達

を促す活動」や、「専門的な相談ができる場」、「同じような悩みを抱えた保護者

との交流の場」へのニーズがあがりました。 

子どもに対する支援だけでなく、家族支援においても専門職始め、支援に携

わる関係者が連携することが重要です。 

 

④ 生涯にわたる切れ目ない包括支援に関するニーズ 

障がい福祉における必要なサポートについて、乳幼児から継続的に支援する

「生涯を通じたサポート」と、一括した相談支援ができる「統合的サポート」

体制の整備の重要性があがりました。 

具体的には、専門職間の連携や各支援団体・行政等との連携といった多職種

連携、また、障がいのある方だけでなく、子どもや高齢者を一体的に支援でき

る相談体制を整え、生涯にわたる切れ目ない包括支援が求められています。 
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⑤ 障がいに関する理解、啓発に関するニーズ 

障がいに関する理解について、障がい当事者やその家族だけでなく、周囲の

方の福祉・地域への無関心さ、認知や理解の不足に関する意見があり、地域住

民の障がいに関する理解促進のための啓発強化の重要性があがりました。 
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２ 海部南部障害者自立支援協議会活動報告 

（１）生活の場プロジェクトチーム 

◆生活の場プロジェクト 報告書 

Ⅰ 経緯 

平成 27 年度海部南部障害者自立支援協議会 相談支援部会の中で「地域

課題の整理」を行った。話し合いの結果の一つとして、当協議会で取り組む

課題として「生活の場の確保」をとりあげ、プロジェクトチームを構成し、

取り組むこととなった。平成 28 年４月～平成 29 年６月（毎月）の自立支

援協議会運営会議終了後に会議を行っている。 

 

Ⅱ プロジェクトの目的 

「生活の場の確保」について、話し合いを行った結果、プロジェクトチー

ムの目標として「この地域にグループホームを誘致する、設立を促していく

こと」とした。また、ニーズ調査や課題整理を行い、この地域にニーズに合

ったグループホームの数が増えていくことや事業所がグループホームに取り

組みやすい環境を作ることにつなげていきたいと考えている。 

 

Ⅲ 取り組み内容 

三つのテーマを決め取り組みを行う。 

（１）当事者への聞き取り調査 

（２）事業所への聞き取り調査 

（３）事業所、地域住民への啓発 

 

Ⅳ 取り組み内容の報告 

（１）当事者への聞き取り調査 

①目的：この地域の障害のある方でグループホームについて、どのようなニ

ーズがあるのか、またグループホームの必要性について状況を把握

する。 

②対象者：海部南部地域の福祉サービス及び相談支援を利用されている 16

歳以上の障害者 

③実施期間：平成 28 年 9 月～平成 29 年３月 
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④実施方法：認定調査時及び計画相談モニタリング時、インタビュー形式及

び記入形式 

⑤実施者：海部南部地域相談支援専門員 

⑥まとめ 

○海部南部地域の障害福祉サービスを受けている方 459 名のうち、144

名に聞き取りができた。内 47 名（約３割）の方が将来グループホーム

を利用したいと答えた。 

○その 47 名中「今すぐ」「５年以内」を希望する方が 52％と約半数を

しめている。 

○現在の生活や環境をできるだけ変えたくないと考えていたり、職員の専

門性や障害特性への理解、安全性を重視すると考えているという声が多

くみられた。 

 
（２）事業所への聞き取り調査 

①目的：この地域の事業所に向けて、障害者のグループホームを今後設立する

予定があるかどうかの動向把握。また、設立に向けての課題の抽出。 

②対象事業所：海部南部地域及び海部地域の福祉サービス提供事業所 

③実施期間：平成 28 年 10 月～平成 28 年 11 月 

④実施方法：郵送による記入形式 

⑤まとめ 

○海部南部地域の障害関連施設 11 件、介護高齢施設７件、医療関係 2

件合計 20 事業所よりアンケートを回収。 

○障害関連の事業所でグループホームの新規開設・事業拡大を検討、現場

での意見は、あると回答している事業所が８事業所。新規開設４事業所

は全て就労系事業所。 

○介護高齢事業所でグループホームの新規開設を検討しているのは、３事

業所。 

○海部南部地域での開所を検討している事業所は６事業所。 

○設立に向けての課題としては、金銭面が８件、ついで職員数７件、地域

住民への理解が 5 件、物件・土地 4 件、ニーズの心配が３件あがって

いる。 
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（３）事業所、地域住民への啓発（※地域住民への啓発は、取組んでいません。） 

○研修会「グループホーム設立のための事業所向け研修会・意見交換会」 

①目的：当事者、事業所のニーズ調査をふまえ、今後、海部南部地域でグル

ープホームの誘致や現事業所の事業拡大に向けて、積極的に働きかけ

ていきたい。今回の研修会では、グループホームの開所、運営に向け

ての講義とこの地域にグループホームを開所するための意見交換会を

行う。 

②日時：平成 29 年５月 24 日（水）13:00～16:30 

③場所：十四山スポーツセンター 第 2 アリーナ 

④参加者：弥富市・蟹江町・飛島村福祉関係事業所、地域保護者会団体等 

合計４４名 

⑤研修会実施後のまとめ 

○この地域においてグループホームの設立に具体的に取り組んでいる事業

所、前向きに検討している事業所が確認できた。 

○「地域住民への理解」「事業所の支援力の向上、障害理解（重度障害者の

支援）」が改めて重要な課題であると確認できた。 

○親の会も参加し、実際の希望する方が顔を合わせて話し合ったことにより

事業所としても、この地域のグループホームの必要性を実感できる研修会

となった。 

 

Ⅴ 生活の場プロジェクトチームの取り組み全体のまとめ 

（１）グループホームの具体的なニーズについて 

○調査結果より単純に割り出すと、将来の生活の場としてグループホーム

を希望されている方がこの地域で１００名を超える。その中の半数が５

年以内のグループホームの入居を希望されている。 

○グループホームの選択条件としては、現状の生活スタイルを維持できる

場所、スタッフの専門性や安全性の確保を求められている。 

○研修会の中でも、「緊急時の受け入れ先」「グループホームを体験できる

場所」を求める声がみられた。 

（２）事業所の動向、グループホームの設立の課題 

○この地域の事業所の中でも、グループホームの設立を具体的に取り組ん

でいる事業所、グループホームの設立を前向きに検討している事業所が

あることは確認できた。 
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○事業所への聞き取り調査、研修会を通して「土地・建物などの設備の整

備」「安定的な運営」など経済面での課題は、継続的に事業所としての

課題に上がっている。 

○研修会、アンケート結果をとおして「地域住民への理解」「事業所の支

援力の向上、障害理解（重度障害者の支援）」が改めて重要な課題であ

ると確認できた。 
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（２）基幹相談支援プロジェクトチーム 

◆基幹相談支援プロジェクト 最終報告書 

Ⅰ はじめに 

「基幹相談支援センター」とは地域における相談支援の中核的な役割を担

い、地域の相談支援事業所、行政、関係機関等の連携の支援を行う機関であ

る。業務(機能)としては身体障がい者、知的障がい者、精神障がい者、難病等

の方、障がい児の総合的な相談窓口となり、福祉サービス等につなげていく

とともに、困難な事例においては地域の相談支援事業所のバックアップを行

う。また、地域の支援体制やサービスの質を向上させるために、人材育成を

行う役割も大きい。その他にも成年後見や虐待防止などの権利擁護、障害者

自立支援協議会のとりまとめ等期待される機能は多岐にわたり、それぞれの

地域でより必要とされるものに重点を絞って運営されているケースが多い。 

平成 18 年 10 月の障害者自立支援法施行に伴い、障がい者に対する相談

支援事業が市町村の事業となってから 10 年が経過した。その間に受けてき

た様々な相談に対し、相談者と共に各相談支援事業所、行政、関係機関が協

力して解決を試みてきたが、個別の事案を超えた難しい課題にも多々直面す

ることとなった。海部南部障害者自立支援協議会(以下「協議会」とする)とし

て、それらを「地域の課題」として集約する必要性を感じ、協議会の相談部

会を中心に課題の抽出を行った。その結果「(親亡き後の)生活の場」「人材育

成（事業所・相談員の不足解消と個々のスキルアップ、サービスの向上）」「成

年後見制度の支援体制の確保、周知活動」等の課題が明確になった(６.参考資

料参照)。課題の解決に向けて、協議会メンバーでグループホーム(GH)の検

討を中心とした「生活の場チーム」と、その他のいくつかの課題に対応する

ための軸となる機能として基幹相談支援センターの必要性を調査・分析する

「基幹相談支援チーム」を結成した。その中でセンター設置のメリット、デ

メリットについて協議し、設置に向けて実効性の高く、現実的な方法を協議

会の全体会でも報告した。以下はその全体会での報告内容を補足し、また、

表現等を一部変えた形で再度今回の計画への提言を掲載したものである。 
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Ⅱ 地域での必要性等について 

センターの役割(機能)は多岐にわたり、現状では十分に取り組むことがで

きていない役割を担うことが期待されている。協議会として抽出を行った地

域課題を踏まえて、プロジェクトチームで当地域におけるセンターの必要性

や求められる機能について協議を行った結果、以下のような状況が明らかに

なった。 

まず、３市町村共に相談支援事業所が 2～３ヶ所と少なく、全体として相

談員が不足していることに加え、障がいの種別によっては相談支援事業所が

１ヶ所のため、選択ができない。身体障がい者、知的障がい者、精神障がい

者、難病等の方、障がい児と幅広く、それぞれの分野で専門的な知識も必要

だが、相談員のスキルに差が見られる。特に障がい児に対する相談は経験や

情報不足により一部の相談支援事業所に偏っている現状もある。そして、当

事者ではなく保護者が計画を立てることも可能なことから、障がい児の計画

相談は専門性が必要であるにも関わらず、優先順位が後になってしまってい

る。また、就労や児童のサービス事業所が増えている一方で、職員の障がい

への知識不足や人手不足も目立っている。 

海部南部では権利擁護に関する取り組みとして、月１回高齢分野と合同で

弁護士をアドバイザーに迎えて成年後見制度の事例検討会を行っている。毎

回多くの関係者が参加しており、関心の高さが伺える。一方、弥富市で月１

回１日３件実施している弁護士による権利擁護、成年後見相談は、相談件数

が少なく毎回空きがあり、充分な相談に繋がっていない。 

また、虐待が絡む事案、突発的に発生し緊急性がある事案、障がい児・者

当人だけでなく他の世帯員が複数絡む複雑な事案などの困難ケースも増えて

おり、その対応には各相談支援事業所も苦慮している。それらについてスー

パーバイズ(相談員等が自分の支援を見直し、支援の質を高めていく為、経験

豊かな相談員に指導を受ける)を受けられる体制を整え、相談支援事業所のバ

ックアップ体制を構築することが喫緊の課題となっている。 

これらの状況から「相談支援体制の整備」「人材育成」「成年後見制度の支

援体制の確保や周知活動」といった課題に対応するための軸となる機能とし

て基幹相談支援センターの必要性は高いと考えられる。 

  



 

 
65 

 

Ⅲ メリット、デメリットについて 

センターを設置することのメリットや必要性については、上記（2.地域で

の必要性等について）のような内容があげられ、当地域における課題解決に

向けて機能する軸ができるという大きなメリットがある。ただ、海部南部の

現状では各相談支援事業所は各市町村から相談業務を委託という形で受けて

おり、その中の相談支援事業所の１つが基幹相談センターを担うことはその

事業所としても予算、人材の確保等の問題もあり、いずれかの事業所単独で

のセンター設置は難しいと考えられる。また、相談支援事業所の相談員が不

足しているままでセンターを設置したとしても、現状の相談支援事業と基幹

相談支援センターの役割という二つの機能が両立しないで共倒れすることが

危惧される。設立の方法によって、相談機能がかえって損なわれるというデ

メリットもある。 

 

Ⅳ 基幹相談支援センターに期待する機能（優先順位つけ） 

地域関係者へのアンケートをもとに、必要性が高いと評価された８つの機

能は以下のとおりである。当事者、家族の方との意見交換会においては、親

に代わって権利擁護を行使してくれる機能として、「成年後見センター」への

期待も強く打ち出された。 

（１）専門性が高いケースへの対応（対応困難事例） 

（２）委託相談（計画に限らず障がいに関する様々な相談を受ける）の後

方支援 

（３）協議会事務局、関係機関との連携 

（４）計画相談支援の推進、行政との連携 

（５）人材育成 

（６）身体障がい者、知的障がい者、精神障がい者、難病等の方、障がい

児への総合的な対応 

（７）地域相談支援の推進、虐待防止センター機能、専門機関との連携 

（８）成年後見相談機能、基幹センターの体制整備 
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Ⅴ 基幹相談支援センターの設置、課題解決にむけての提言 

プロジェクトチームにおいて協議した結果、各市町村に対して設置に向け

て実効性の高く、現実可能な方法として、次の４つの方法を提案する。 

（１）市町村単独でのセンター設置は難しく、３市町村合同での設置が望

ましい。具体的には下記の A 案と B 案が考えられるが、機能面か

ら考えると介護保険の広域事務組合の形態を参考に B 案をベース

とした３市町村合同での設置を提案したい。最終的な形態は、予算・

人員等を考慮する必要があるため A 案にするか B 案にするかは市

町村の判断となる。 

 

【基幹相談支援センターの運営形態について具体的な形態図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ案：基幹として別組織は作らず、委託相談支援事業所の人員体制を厚くして取り組んで

いき、経験値の高い相談員の計画相談数を減らしてフリーに動けるようにする。そ

うすることで、他の相談員や地域の指定特定相談支援事業所の相談員に同行できる

ような体制を整備して、定期的な研修会や会議等を開催し情報共有等を図り、相談

支援事業所や福祉サービス事業所等の面的整備を行っていく。 

Ｂ案：広域事務組合のような形で委託相談支援事業所から数人と、行政から１人出向する

形で基幹を作る。主に行政からの人が事務局的な役割を、相談支援事業所の相談員

がスーパーバイザー的な役割を担う形をとる。海部南部障害者自立支援協議会の事

務局を現在のような 3 市町村持ち回りではなく、行政の主体的な関わりを残しつつ

も基幹相談支援センターが固定して行っていく。 
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（２）児童分野の相談員が不足する現状を補強する方法として、発達障害

者支援指導者の有資格者や保育所や小学校等を退職した職員を相談

員として登用する。また、障がい児の相談支援体制の偏りを分散さ

せ、適切な相談支援体制を構築するために基幹相談支援センターの

ようなバックアップ体制を作る。 

（３）基幹相談支援センターの機能・効果を発揮するために相談支援事業

所・相談員不足の解消にむけた方策も同時に進めていく必要がある。

セルフプランで計画相談を作成し福祉サービスを受給している方が、

３市町村で 166 人いる。具体的な増員数としては、介護保険の定

める標準的担当件数が１人当り 35 人となっていることから考える

と、３市町村で最低 4.7 人以上の相談員の増員が必要であると考え

られる。しかし、現状として相談支援事業所に支払われている計画

相談支援に関する報酬だけでは事業所の運営が厳しく、安定的に事

業展開することが難しい。計画相談を受ければ受けた分だけ事業所

の負担が増える。制度の趣旨に基づいた適切なサービス等利用計画

が作成されるためには、特定相談支援事業所の安定的な運営と新規

事業所の参入を促進するための足りない報酬部分を「補助金」とい

う形で補填していく必要もある。 

（４） 地域の実情を考慮すると、多機能型でのセンター設立は難しく、必

要最低限の機能に絞ってスタートし、設置後人員配置等を考慮しな

がら機能追加を考えていくことが望ましい。 
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３ 飛島村障害者福祉計画策定委員会設置要綱 

（趣旨） 

第１条 障害者基本法（昭和 45 年法律第 84 号）第９条第３項及び障害者の日常生

活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成 17 年法律第 123 号）第 88

条第１項の規定に基づき、障害のある人が社会の構成員として地域の中でともに生

活が送れる社会を作るための基本的な計画である飛島村障害者福祉計画（以下「障害

者福祉計画」という。）を策定するため、飛島村障害者福祉計画策定委員会（以下「委

員会」という。）を設置する。 

（所掌事務） 

第２条 委員会は、次に掲げる事項を調査及び検討し、障害者福祉計画を策定するもの

とする。 

(１) 障害福祉対策の現状と課題 

(２) 障害福祉サービス目標量の設定 

(３) 障害福祉サービスの供給体制のあり方 

(４) その他障害福祉に関する事項で、障害者福祉計画の策定に必要な事項 

（組織） 

第３条 委員会は、委員 15 人以内をもって組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから、村長が委嘱し、又は任命する。 

(１) 保健医療関係者 

(２) 社会福祉協議会等福祉団体関係者 

(３) 学識経験者 

(４) 障害者 

(５) 障害者の福祉に関する事業に従事する者 

(６) 村の職員 

(７) その他村長が必要と認めた者 

（任期） 

第４条 委員の任期は、委嘱の日から障害者福祉計画の策定までの間とする。 

（委員長及び副委員長） 

第５条 委員会に、委員長１人及び副委員長１人を置く。 

２ 委員長及び副委員長は、委員の互選によりこれを定める。 

３ 委員長は、委員会を代表し、会務を総括する。 
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４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき又は委員長が欠けたとき

は、その職務を代理する。 

（会議） 

第６条 委員会の会議（以下「会議」という。）は、委員長が招集し、その議長となる。 

２ 会議は、委員の半数以上が出席しなければ開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、委員長の決するとこ

ろによる。 

４ 委員長が必要と認めたときは、委員以外の者を会議に出席させ、説明、意見等を求

めることができる。 

（庶務） 

第７条 委員会の庶務は、民生部保健福祉課において処理する。 

（雑則） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が会

議に諮って定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成 21 年４月１日から施行する。 

（飛島村障害者福祉計画策定委員会設置要綱の廃止） 

２ 飛島村障害者福祉計画策定委員会設置要綱（平成 17 年）は、廃止する。 

附 則（平成 25 年訓令第 14 号） 

この訓令は、平成 25 年４月１日から施行する。 
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４ 飛島村障害者福祉計画策定委員会委員名簿 

（敬称略） 

区  分 氏   名 備考 

医師 荒川 直之 副委員長 

医師 杉原 景子  

歯科医師代表 松久 勝彦  

薬剤師代表 多田 一   

文教厚生委員長 鈴木 康祐  

社会福祉協議会会長 中山 幸雄  

民生委員協議会会長 早川 盛行  

身体障害者福祉協議会会長 

身体障害者相談員 
佐野 章光  

知的障害者相談員 浅井 晴美 委員長 

特別養護老人ホーム  

やすらぎの里施設長 
森  章人  

区長会代表 岡村 靖朗  

副村長 早川 忠孝  

民生部長 平野 美由紀  

相談支援専門員 春木 智博  

地域包括支援センター職員 栗本 聡江  

スーパーバイザー：飛島村日本一健康長寿村研究会 代表 安梅 勅江（筑波大学教授） 

オブザーバー：障害者支援施設愛厚弥富の里 椙村 真明（相談支援専門員） 
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５ 策定経過 

 

年月日 調査及び会議等 

平成 29 年６月 2 日 

～平成 29 年６月 19 日 
障がい福祉アンケート調査の実施 

７月４日～７月 14 日 
フォーカスグループインタビューの実施 

訪問調査の実施 

10 月 19 日 

飛島村障害者福祉計画策定委員会の開催 

（１）趣旨説明 

（２）アンケート及びグループインタビュー、 

訪問調査結果報告 

（３）計画骨子 

11 月 21 日 海部南部障害者自立支援協議会全体会の実施 

平成 30 年１月４日 

～平成 30 年１月 18 日 
パブリックコメントの実施 

２月８日 

飛島村障害者福祉計画策定委員会の開催 

（１）パブリックコメントの結果について 

（２）飛島村第５期障害福祉計画・第１期障害児福祉

計画（案）及び概要について 
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